
平 成 24 年 度 費用進行基準を採用した業務に係る分 13¶505¶689¶987 〇全ての業務で費用進行基準を採用している。
〇運営費交付金債務残高の発生理由は、翌事業年度への契約済繰り越し、契約差額が生じたことによる経費の
減少等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回りり翌事業年度に繰り越したもの及び前払金等経過勘
定によるもの。（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしている。）なお、
本事業年度に実施すべき業務については、一部契約済繰り越しが発生しているが、中期計画で予定した業務
に影響を与えるものではない。
〇翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収益化等する予定である。

９．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
\ 施設費の明細

（単位：円）

区 分 当 期 交 付 額
左 の 会 計 処 理 内 訳

摘 要
建設仮勘定見返施設費 資 本 剰 余 金 そ の 他

日本原子力研究開発機構施設整備費補助金 15¶509¶140¶012 8¶077¶562¶286 1¶490¶475¶629 5¶941¶102¶097

特定先端大型研究施設整備費補助金 40¶000¶000 40¶000¶000 0 0

計 15¶549¶140¶012 8¶117¶562¶286 1¶490¶475¶629 5¶941¶102¶097

~ 当期交付額については、不用による国庫返還金を除いて計上している。
] 補助金等の明細

（単位：円）

区 分 当期交付額

左 の 会 計 処 理 内 訳

摘 要建設仮勘定見返補
助金等 資産見返補助金等 資本剰余金 収 益 計 上 預り補助金等

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 16¶394¶696¶633 6¶080¶166¶749 212¶585¶262 0 3¶542¶955¶946 6¶558¶988¶676 預り補助金等の残高は前払金相
当額である。

国際熱核融合実験炉計画関連研究開発費補
助金

1¶814¶947¶314 142¶810¶390 211¶230¶689 0 1¶460¶906¶235 0

特定先端大型研究施設運営費等補助金 7¶748¶575¶618 0 1¶594¶566¶916 0 6¶154¶008¶702 0

核セキュリティ強化等推進事業費補助金 888¶945¶959 0 502¶173¶895 0 386¶772¶064 0

最先端研究開発戦略的強化費補助金 2¶340¶992¶575 1¶492¶015¶280 761¶986¶060 0 86¶991¶235 0

原子力災害環境修復技術早期確立事業費補
助金

1¶258¶078¶711 0 719¶101¶257 12¶470 538¶964¶984 0

科学技術総合推進費補助金 35¶671¶068 0 12¶813¶843 0 22¶857¶225 0

研究開発施設共用等促進費補助金 39¶722¶101 0 5¶995¶290 0 33¶726¶811 0

原子力人材育成等推進事業費補助金 49¶241¶389 0 15¶405¶070 0 33¶836¶319 0

地域産学官連携科学技術振興事業費補助金 23¶054¶765 0 15¶290¶999 0 7¶763¶766 0

計 30¶593¶926¶133 7¶714¶992¶419 4¶051¶149¶281 12¶470 12¶268¶783¶287 6¶558¶988¶676

~ 当期交付額については、不用による国庫返還金を除いて計上している。
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